
　※1所得税が発生しない場合、市・県民税申告となる可能性があります。
　※2非課税収入には、遺族年金、障害年金、失業給付金などがあります。

　※4 給与支払者が給与支払報告書を春日部市へ提出していない場合は要申告。

”税の申告”が始まります
令和６年分所得税の確定申告及び令和７年度市民税・県民税申告が始まります。

確定申告や市民税・県民税申告が必要かどうか下記のフロー図を参考にご確認ください。
※このフロー図は一般的な例です。

当てはまらない場合がありますので、ご不明な点はお問合せください。

　※3 課税（非課税）証明書を取得する場合や、行政サービスを受けるときに申告が必要な場合があります。

収入なし　または　非課税となる収入※2のみ
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営業・農業・不動産・譲渡・一時・

利子・配当・雑所得等の収入がある

（個人年金やシルバー人材センターの収入などを含む）

公的年金収入のみで151万5千円

（65歳未満は101万5千円）以下

申告不要※3

市・県民税申告

税務署で

確 定 申 告

公的年金収入のみで400万円超

年末調整済の給与（1か所）のみ※4

「公的年金等の源泉徴収票」の

所得税の源泉徴収税額が１円以上で、

控除を追加・変更する（医療費控除など）

公的年金収入のみで、

申告する控除がない

「公的年金等の源泉徴収票」の

所得税の源泉徴収税額が０円で、

控除を追加・変更する（医療費控除など）

給与収入が2000万円超

2か所以上からの給与がある

控除を追加・変更する（医療費控除など）

〇 確定申告が要件となる控除(純損失や雑損失の繰越控除、所得税の住宅借入金等特別控

除など)の適用を受ける人、給与所得者の特定支出控除を申請した人

〇 国外在住の扶養親族の扶養控除の適用を受ける人

〇 青色申告、総合譲渡、分離課税（土地・株式等の譲渡など）、準確定申告、訂正の申告

〇 事業所得・農業所得・不動産所得の収支内訳書を作成していない人

〇 上場株式等の配当所得がある人
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申告不要

申告不要

税務署で

確 定 申 告

税務署で

確 定 申 告
※1

税務署で

確 定 申 告
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